





































証拠金 xxx 先物契約利益 xxx 
逆に，不利に変動した場合には，次のような仕訳になる。
先物契約損失 xxx 証 拠 金 xxx



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































うJ(FASB 1， Op. cit.， para. 59) と。
例 FASB 4， Op. cit.， p. 624.同特別委員会は， r企業の資産，負債および確定コミッ
トメントのヘッジに基づく損益の繰延べに関する有効性による制限が， 7項および 8
項で提案された一定の予定取引に係わる先物契約の会計処理と一貫していないと確信
するJ(F ASB 4， Op. cit.， p. 625) とも述べている。




























。伊カ FASB 2， Op. cit.， para. 59. 














































証 拠 金 20 先物契約利益 20※1 
現 金 660 証 拠 金 660※2 
現 金 9，680 有価証券 9，700 
有価証券売却損 20※3 




























証 拠 金 500 現 金 500 
9月30日の仕訳:
証 拠 金 140 先物契約繰延利益 140 
先物契約繰延利益 140 有価証券 140 
10月31日の仕訳:
証 拠 金 20 先物契約繰延利益 20 
先物契約繰延利益 20 有価証券 20 
現 金 660 証 拠 金 660 














































証 拠 金 500 現 金 500 
9月30日の仕 訳
証 拠 金 140 先物契約繰延利益 140 
先物契約繰延利益 140 有価 証 券 140 




証 拠 金 20 先物契約繰延利益 20 
先物契約繰延利益 20 有価 証 券 20 
現 金 660 証 拠 金 660 




証 拠 金 140 先物契約利益 140 




























































。6) FASB2. op. cit. para. 10. 
Uカ FASB1. Op. cit. para. 8; FASB2. op. cit. para. 5. 






(FASB 1. Op. cit. para. 8; FASB2. op. cit. para. 10)。
106 経営と経済
〔例 2J B社は，販売契約の履行に必要な特定の商品を， 1989年 3
月末までに入手することを予定して当該商品の将来の仕入価








証 拠 金 500 現 金 500 
12月31日(期末)の仕訳:
先物契約繰延損失 600※ 証 拠 金 600 




証 拠 金 800 先物契約繰延利益 800※1 
現 金 1，300 証 拠 金 1，300※2
先物契約繰延利益 800 先物契約繰延損失 600 
商 品 10，000※3 現 金 10，200



































。ゅ FASB1， Op. cit.， para. 45. 















































(FASB 2， Op. cit.， para. 50)。




























制 FASB 2， Op. cit.， para. 7. この規定で論議があったのは，償却の開始時期ι償
却の期間の問題である。公開草案では，当該ヘッジが終了する日に償却を開始し，当













pected remaining life)と規定されることになった (FASB 2， op. cit.， para. 67)。
















































































































































































































































































































































































































































































































制 このフローチャートの出所は.Bil1 D. Jarnagin. Financial Accounting Standards: 
Explanation and Analysis. 9 th Edition. Commerce Clearing House. Inc.. 1987. pp. 
993-995であるが，若干，表現を修正したところがある。
財務会計基準書第80号「先物契約の会計処理」の検討(2) 113 
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財務会計基準書第80号「先物契約の会計処理」の検討(2) 115 
5 .むすび
以上，先物契約締結時の会計処理，ヘッジ規準，および，先物契約の市場
価値変動の認識について検討してきた。先物契約締結時の会計処理では，先
物契約を，会計上，資産および負債として認識することを主張した。ヘッジ
規準では，ヘッジとしての有効性規準が最も重要なものであり， リスク規準
は，ヘッジの前提条件として，リスク・エクスポージャーの有無を企業全体
基準に基づいて判断する規準であることを指摘した。
最後に，先物契約の市場価値変動の認識では，市場価格の変動が，将来の
決済に際しての転売価格または買戻し価格の変動を意味すること，市場価値
変動の認識方法として，差金決済法と値洗法があるが，先物契約のユニーク
な特徴(取引所で日々，値洗いによる決済が行われているということ，およ
び，その結果として生ずる証拠金の増減に対して，現金での受払いがなされ
るということ)ないし経済実態を適切に反映させるためには，値洗法が適切
であること，そして，その場合の認識の基本原則は発生主義であり，ヘッジ
目的の先物契約については，ヘッジ対象項目に基づく損益との対応の原則が
追加されなければならないことを指摘した。また，取得原価基準を採用して
いる場合に，過去の取引によって確定したヘッジ対象項目の簿価を直接に修
正するとし、ぅ処理方法には，いささか問題があり，この点の解決の有効な手
段として，先物契約自体の会計上の認識を示唆した。また，このことは，先
物契約の実体と結果を，それぞれ貸借対照表と損益計算書に反映させること
ができ，先物契約を会計上，一層完全に表現することを可能にする。先物契
約自体を会計上の認識対象とし，資産および負債として認識した場合の会計
処理方法については，近日中に，雑誌『会計』に発表する予定である。
